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新潟県業務継続計画（自然災害等・本庁舎版）【概要】
■計画策定の趣旨
○ 自然災害等による被害により、県庁本庁舎の一部又は全部の機能が失われた中でも非常時優先
業務に対応できるよう、具体的な対応方針を定め、実効性ある業務継続体制を整備する。

■基本方針
◯ 県民の生命・身体の安全、重要財産の保全など、休止できない非常時優先業務を継続する。
◯ 上記に必要となる職員、執務スペース、情報システム、ライフライン等の資源を優先的に確保する。

○ 発災時で資源等が制約される中でも優先的に実施する
業務を非常時優先業務と位置づけ、業務開始目標時間を
設定する。

○ 所属は、業務開始目標時間までに参集可能な職員の状
況を考慮し、非常時優先業務の担当職員の決定や災対本
部員の指名を行う。

◆非常時優先業務に必要な人員数と参集可能人数
（災害対策本部）

非常時優先業務

〔社会的影響の判断の視点〕
①休止による社会的影響
（県民の生命・財産・感受できない不利益等）の有無

②県の他の業務への影響の有無
③法令上の処理期限等の有無

①職員体制（業務執行体制）の確保

○災害時の職員参集の基本ルールの設定
○安否確認ルールの設定
○庁舎に参集できない場合の対応を整理
○全庁体制での業務応援のルールの設定

②庁舎機能（執務環境）の確保

◯ 本庁舎と危機管理センターの各機能について、被害想定と今後の対策、発災時の手順を整理
（庁舎、執務室、電力、上下水道、EV・空調、通信、情報システム）

必要に応じて、所属で対策を実施

◯ 不測の事態に備え、代替庁舎についても検討

○危機管理センターの代替庁舎候補
・新発田振興局 ・新潟振興局（新津庁舎）
・巻総合庁舎 ・三条振興局
・自治研修所 ・新潟テクノスクール

本計画の実効性を確保するため、ワーキング・チームを設置し、庁内横断的に取組を進める。
構成：防災企画課（事務局）、ＩＣＴ推進課、管財課、危機対策課 ※その他、必要に応じて関係課が参加。

◯ 感染症等への対応は原則として「新型インフルエンザ発生時の業務継続方針」（インフルＢＣＰ）に基づき対応。

◯ 自然災害等と複合的な対応が必要となった場合：感染症特有の環境整備や発症者への対応はインフルBCP、その他の一般的な業務継続への対応は
本計画に基づき対応 ※ 想定を超える人員が必要となる場合は、全庁的な調整に加えて、地域機関からの応援も検討する。

参考：新型コロナウイルス感染症への対応

◎
県庁

出典：H27新潟市防災基礎調査

◎
県庁

出典：液状化しやすさマップ

自然災害による被害想定

震度６強
(県庁舎は倒壊の恐れなし）

液状化の可能性高い
（県庁敷地内は影響なし）

（職員の被害想定）
本人及び家族の被災等により登庁できない職員が発生するほか、道路の損壊や交通機関の途
絶等により、概ね20kmを超える場所に居住する職員は、数日間は登庁できない者が発生

〔非常時優先業務の考え方〕
想定した大規模災害発生時にあって

も優先して実施すべき業務であり、
「大規模災害発生後１ヶ月以内に業務
を実施できなかった場合に社会的影響
が発生する業務」 ▲出典：大規模災害発生時等における地方公共団体業務継続の手引き

（H28：内閣府）

防災局等による
初動対応
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